
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社日本政策投資銀行（社長：室伏 稔、以下「ＤＢＪ」という。）は、

このたび「県都大分の将来人口構造と商圏分析」と題した調査レポートを作成

いたしました。 
 
 私どもは、一昨年 11 月に大分都市圏の「地域づくり健康診断」を実施し、そ

の結果をレポート(＊)として公表いたしました。そのなかで、将来的な高齢化

を見据えたインフラ整備やまちづくりのあり方および長期ビジョンの必要性に

ついて述べました。 

 

(＊)レポート 

  「大分都市圏の『地域づくり健康診断』～地域づくり・まちづくり 

のためのカルテと処方箋～」 

 

それに続き、当レポートは、大分駅周辺の総合的な開発事業が進むなか、県

都大分のまちづくりについての参考情報として、県都の将来の「商業地図」の

提示、すなわち今後の人口動向及び大分駅の新たな商業施設立地をふまえた商

圏分析を行い、県都大分のまちづくりのあり方について考察したものです。 

 

 当レポートの詳細は、ＤＢＪウェブサイト「地域・海外レポート（九州）」 

(http://www.dbj.jp/investigate/area/kyusyu/index.html)に掲載しておりま

すので、ご参照ください。 

 

 

 ＤＢＪは、企業理念「金融力で未来をデザインします～私たちは創造的金融

活動による課題解決で、お客さまの信頼を築き、豊かな未来を、ともに実現し

ていきます～」に基づき、今後も地域の皆様のお役に立てる情報発信に積極的

に取り組んでまいります。 
 
 

 
 
 

 

『県都大分の将来人口構造と商圏分析』を発行 

２０１０年１月２６日

株式会社日本政策投資銀行

代表取締役社長 室伏 稔

【お問い合わせ先】 

 

大分事務所    電話番号０９７－５３５－１４１１ 

 


